













































































































 第 3 章から第 5 章では、戦時事業のまとまった具体的な事例として、真言宗と浄土宗が
宗派をあげて取り組んだ新たな施設建設の動きに注目し、建設経緯とその動向を詳しくみ
た。 











































 第 5 章では、忠魂祠堂計画が変更された様子と、東京以外の全国に建てられた忠魂祠堂
の動向を概観した。そして、先行研究を踏まえた上で、第 4 章を含めて明らかになったこ
とを整理した。 























































































































と時期を相前後した明治 30 年代後半から 40 年代にかけて、仏教教団や仏教者は救貧事業
や慈善事業に積極的に関与する動きをみせていくが、こうした動きが広がった背景には、
日清・日露の戦争期に仏教教団が行った施策と、それに対する評価が少なからず影響を及
ぼしていると指摘できる。 
近代仏教の生成過程を分析するためには、「近代的なるもの」の起点や影響力を探る一
方で、「前近代的なるもの」の把持・継続についても目を向ける必要があり、「近代的なる
もの」と「前近代的なるもの」の重層的な関係性の分析が不可欠であると指摘されている。
これまでは、宗派の実態把握につとめる研究と、「近代的」宗教観を背景にもつ改革運動を
明らかにする研究は、棲み分けて行われることが多かった。しかしながら、本論文で仏教
教団がどのように戦争に対応したかを検討したところ、先述の①から④の事柄を確認でき
た。そしてそれによって、「近代的なるもの」と「前近代的なるもの」の相互を検討する道
の一端が開かれた。仏教教団の戦争への関与を研究することは、「近代的なるもの」と「前
近代的なるもの」の相互を検討するのに適した事例であると指摘できる。 
その後の第二次世界大戦において、仏教教団は戦争協力に突き進んでいった。そのため
戦争責任を問われてきた。しかし、仏教史の発展のためには、国家や社会、それぞれの主
体の状況を捉えた上で、責任論に留まることなく、様々な事例を広く検証していくことが
必要である。最終的には第二次世界大戦で仏教教団がみせた戦争協力の動向を明らかにす
ることが求められようが、本論文ではその前提を形成するのに大きな影響を与えたと思わ
れる日清・日露という明治期の 2 つの対外戦争に絞って詳しく考察した。特に、本論文で
は、日清・日露の両戦争期における仏教教団の戦争への対応をみることによって、近代社
会の中で葛藤する仏教教団の姿を観察した。つまりは、戦争への対応をみることで、仏教
教団の「近代化」の過程を考察した。大正期以降の仏教教団と戦争との関係は、稿を改め
て検討を行っていきたい。 
 
